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 日本政府として推進している持続可能な開発目標(SDGs)は、企業・経済の持続的成長と安定的な資産形成等による国民
の厚生の増大を目指すという金融行政の目標にも合致するものであり、金融庁としてもその推進に積極的に取り組む

 SDGsは、本来的には企業・投資家・金融機関といった各経済主体が自主的に取り組むべきものであるが、何らかの要因

でそうした動きが妨げられて外部不経済が発生している場合には、経済全体としての最適な均衡の実現に向け、当局と
して促すことも必要

（注）但し、その場合でも、SDGs推進のために各経済主体や金融市場における経済合理性が歪められることは適切でなく、金融庁としては、
SDGsやESG金融の動きが、中長期的な投融資リターンや企業価値の向上につながる形で実現されるよう、各経済主体の自主的な対応
を引き出すことを基本的な方向性とする

金融庁の基本的な方向性

サステナビリティに関連した
事業機会・リスクへの対応

を巡る建設的な対話



横断的な取組み
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金融経済教育の推進
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⾦融資産非保有世帯の推移

（出典）⾦融広報中央委員会「家計の⾦融⾏動に関す
る世論調査」（⼆⼈以上世帯調査）

（注）⾦融資産とは、運⽤のためや将来に備えて保有
しているものを指し、事業性資⾦や⽇常的な出し
入れ等を目的としたものは含めない。

〔具体的な取組み〕

- 学校、自治体、業界団体、金融機関、NPO団体など多種多様な実施主体がい
る中で、より効率的・効果的な金融経済教育の推進に向け、

 有識者・業界団体・関係省庁から成る、官民連携の金融経済教育推進会
議の設置

 最低限身に付けるべき金融リテラシーの内容が実施主体間で共有される
よう、年齢層別に具体化・体系化した「金融リテラシー・マップ」の作成

 上記「マップ」の内容の普及のため、ガイドブックの作成・配布、シンポジウ
ムの開催、大学授業や市民講座への講師派遣

- つみたてNISAの普及を通じた長期・積立・分散投資の重要性への理解促進、
職場つみたてNISAの導入と連携した投資教育の推進 等

 金融経済教育の意義・目的は、金融リテラシーの向上を通じて、国民一人一人が、経済的に自立し、より良い暮らしを
送っていくことを可能とするとともに、健全で質の高い金融商品の提供の促進や家計金融資産の有効活用を通じ、公正
で持続可能な社会の実現にも貢献していくこと

 現代社会では誰もが金融との関わりを持つことが避けられず、また、人生100年時代を見据えた人生設計が求められる
中で、計画的な貯蓄と投資を通じた安定的な資産形成等につながるよう、適切な金融経済教育を推進することは、SDGs
のうち、質の高い教育の提供を中心に、あらゆる形態の貧困を終わらせるという目標の達成にも寄与


